
情報ガバナンス高度化支援
文書ライフサイクルの確立

RecoveryResponseReadiness

文書管理規定はあるが現場で適切に運用されていない、あるいは規定に準拠したプロセスおよび基盤が構築されていないなど、現状とあるべき姿の
乖離が発生しているといった課題・リスクを抱える企業は決して珍しくありません。デロイト トーマツでは、不正調査などの経験に裏打ちされた知見と
ノウハウを活用し、文書ライフサイクル構築や情報ガバナンス実現を総合的に支援する体制を整えています。

情報ガバナンス

方向付け モニタリング 評価 報告

文書管理

仕組み構築 運用・導入 監査・見直し 維持・改善

文書ライフサイクル

生成 利活用 保管 保存 破棄

情報ガバナンスとマネジメントの関係

情報ガバナンスの実現（イメージ）

デロイト トーマツの情報ガバナンスのフレームワーク

保管、廃棄 リーガルホールド、ディスカバリ準備

ポリシーが定義され、体制、プロセス、テクノロジー(基盤)構築と行動の基準となっている

文書情報の分類、保管、廃棄が計画、実
行、評価、見直しされている

文書情報の管理不備(重複保管、期限超
過保管)によるリスクを認識、管理している

全文書情報をセキュアにライフサイクル管理できる基盤を提供する
全文書情報の保管・分類・廃棄および有事対応を効率的に実行する基盤が構築されている

プロセス

ポリシー

プロセス、手順
全業務プロセスで発生する文書情報が文書
情報種別毎にライフサイクル管理されている

テクノロジー

役割・責任の明確化、トレーニング体制の整備
組織の文書情報管理の役割と責任が定義され、組織的な取り組みとして実行、推奨、評価されている体制

企業や組織は、情報ガバナンスを構築するうえで、全社規模で取り組む必要があります。価値や保存期間に応じた分類と管理をおこなうポリシー、組織
全体で取り組む体制、管理ルールに基づいた文書情報を管理できる業務プロセス、企業組織の業務プロセスや情報ガバナンスの徹底を実現するための
テクノロジーを視点に、有事を見据えた平時の情報ガバナンスを整備します。

習熟度の評価

期待される効果

有事におけるコストとリスクの削減
（訴訟、情報漏洩、法規制違反等）

業務の生産性向上
（文書情報の一元化、プロセスの標準

化）

初期 定義 再現可能 管理下 最適化

 体系的な、あるいは正式
なアプローチが存在しない

 プロセスや作業は断片的
もしくは存在しておらず、
あったとしてもその場しのぎ
にすぎない

 プロセスや作業はある程
度定義されているが、一
貫して当てはまるわけで
はない

 基本的な管理体制や
規律はあるが企業全体
での管理はされていない

 プロセスや作業は定義
され、十分に理解されて
組織全体で一貫して用
いられており、文書化さ
れている

 明確に定義されたフレー
ムワークが存在する

 プロセスや作業は理想
とする結果を確認するた
めに評価され管理され
ている

 持続的な向上に重点を置
いている

 イノベーション構想や組織
での学習、継続的な向上
が、組織の価値に組み込
まれている

ポリシー・体制・プロセス・テクノロジーの視点で、どの程度整備されているかをチェックリストを用いて評価し、現状の習熟度を初期から最適化の５段階
評価でおこないます。その後目指すべき習熟度を設定し、乖離を認識し、あるべき姿を定め、ギャップを埋めていきます。
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情報ガバナンス強化のためのステップ

情報ガバナンス高度化支援について、アセスメントプログラムの実行から戦略策定・実行計画の3フェーズでご支援いたします。本取り組みにおける肝は
正確に現状を把握することであり、まずはフェーズ1を実施することを推奨します。加えて、部署等を限定してスモールスタートで開始することも可能です。
フェーズ2にて、お客様のあるべき姿を設定し、フェーズ3にてAs isとTo beのギャップを埋める計画を作成します。フェーズ3以降は作成した実行計画をお客
様自身で実施していただきますが、計画実施の補助・助言をおこなうことも可能です。

当社独自のアセスメント手法による
現状把握（As Is）

クライアントの状況に応じた
方向性の定義と計画策定（To Be）

文書情報管理に関する
プロセス開発と運用計画の作成

フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3

 部門別へのヒアリング
 個別質問表
 分析レポート
 プロジェクト推進支援

 テーマ別リスク分析
 リスクの分類
 有事の種類
 有事に関する試算

 リスク評価
 対応の優先順位
 必須対応項目
 課題管理

 リスク評価結果を受けた方針検討
 実行計画策定
 マイルストーン設定
 スケジューリング

 体制構築
 組織
 人員
 役割

 マネジメント計画
 実行予算
 KPI設計
 PDCA計画

 ルール規定類の改定
 文書管理規定
 情報セキュリティー管理規定
 関連規定

 業務プロセスの見直し
 IT化推進
 ドキュメント管理の範囲
 業務効率改善

 運用計画
 PDCA推進
 レポーティング
 改善計画
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